
京都府の補助事業等
（多様な働き方の推進関連）



「子育て環境日本一」
風土づくり・まちづくり・職場づくり

「子育て」にやさしい社会は「全ての世代」にやさしい社会

子育てしやすい職場は誰もが働きやすい職場



「職場づくり」の考え方

「誰もが働き
やすい職場づ
くり」の推進

多様な働き方
の実現

企業の魅力の
向上

人材確保
人材定着



子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言
企業が子育てにやさしい職場環境づくりに向けた具体的な行動を宣言し、実践する取組

従業員に対して宣言

キッズスペースを整備し、子連れ出勤を可能にします。

時間単位で年次有給休暇を付与します。

男性育休取得促進のためのセミナーを開催します。

不妊治療等に関する休業・休暇を制度化します。

個々の事情に応じた働き方を選択できるよう、テレワー
クの仕組みを導入します。

宣
言
の
例

実
践

行動
宣言



宣言内容は、

子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言特設サイトで公開
【URL：https://pref-kyoto-kodomohagukumu.jp/】

https://pref-kyoto-kodomohagukumu.jp/


行動宣言内容の例

キッズスペースを整備し、子連れ出勤を可能にします。

時間単位で年次有給休暇を付与します。

男性育休取得促進のためのセミナーを開催します。

不妊治療等に関する休業・休暇を制度化します。

個々の事情に応じた働き方を選択できるよう、テレワー
クの仕組みを導入します。

実
践

キッズスペース整備費用

社内規程の改正経費

セミナーの開催経費

社内規程の改正経費

テレワークシステムの
構築

補助金で支援



【京都府の補助制度】 多様な働き方推進事業費補助金

子育てにやさしい職場づくりコース、病児保育コース、育児休業取得促進コース テレワークコース



【京都府の補助制度】 多様な働き方推進事業費補助金

（補助率・補助上限額（基本））

〇個別実施の場合 → 補助率：1/2（小規模企業者2/3)

〇個別実施の場合 →補助上限：50万円
※時間単位の年次有給休暇制度を新たに導入し、かつ年次有給休暇取得率

の10％上昇を達成した場合は、補助率：2/3・補助上限：100万円
〇共同実施の場合 → 補助率：2/3 補助上限：100万円

＜取組状況＞

令和元年度実績：６２社・４グループ
（主な内容）○時間単位年休制度の導入：９社 ○子連れ出勤のための施設整備：２社

○テレワークの導入：24社 ○研修会の共同開催：３社

令和２年度実績：１０３社・１グループ
（主な内容） ○時間単位年休制度の導入：11社 ○子連れ出勤のための施設整備：11社

○テレワークの導入：92社 ○研修会の共同開催：１社

令和3年度実績：
・子育てにやさしい職場づくりコース：46社・3グループ
（時間単位年休制度の導入・子連れ出勤等）

・テレワークコース：98社

仕事と家庭の両立に向け多様な働き方の推進に取り組む中小企業等に対し、企業負担額の一部を支援

【補助対象事業例】
●時間単位年休制度の導入
●子連れ出勤のための
託児スペースの整備

●テレワークの導入
●多様な働き方の理解促進に
向けた社会研修の実施

●人材確保に向けた、新たに
実施する上記取組の発信

NEW

NEW

病児保育コース

育児休業取得促進コース

○ベビーシッター派遣
○病児対応子連れ出勤スペースの設置
○子の看護休暇制度改正

○育児休業取得促進のための就業規則・賃金規程等の開催
○育児休業取得促進のための人事評価制度改正
○育児休業取得促進のための研修・セミナー等の実施

令和4年度実績：
・子育てにやさしい職場づくりコース：47社・１グループ
（キッズルームの設置、時間単位年次有給休暇の導入、生産性向上設備の導入等）

・テレワークコース：90社



【京都府の補助制度】子育てにやさしい職場環境づくりサービス創造補助金

（補助対象事業）
労働者の仕事と家庭の両立支援に役立つサービスを府内企業等に対して

提供する事業
（補助率・補助上限額）

補助率：1/2 ・ 補助上限：300万円

<取組状況>

令和２年度実績
○子連れコワーキング、サテライトオフィス等の設置・運営
：３件（京都市：２件、舞鶴市：１件）
○テレワークシステムの開発・提供：１件

令和３年度交付実績
○子連れコワーキング、サテライトオフィス等の設置・運営
：４件（京都市：３件、京丹後市：１件）

令和４年度交付実績
○子連れコワーキング、助産師による男性宿泊学習
：４件（京都市：４件）

府内において子育てにやさしい職場
環境づくりサービスを新たに実施す
る中小企業者等に対し、企業負担額
の一部を支援

子育てにやさしい職場環境づくりに役立つ多様な
サービスメニューを、府内企業に対してカフェ
テリア方式で提供できる基盤を構築するため、



【京都府の補助制度】就労環境改善サポート補助金

（補助率・補助上限額）
補助率：1/2 補助上限：20万円

長時間労働の是正等、
就労環境の改善に取り組む中小企業
等に対し、企業負担額の一部を支援

（補助対象事業）
・就業規則の作成・変更
・長時間労働是正のための設備導入 等

【取組状況】
Ｒ①実績:63社
Ｒ②実績:56社
Ｒ③実績:50社
Ｒ④実績:55社



【京都府の補助制度】就労・奨学金返済一体型支援事業

奨学金返済支援制度導入企業を募集中！
奨学金返済支援制度とは、企業等が、奨学金を返済している従業員に対し 、 手当等を支給する
ことで奨学金返済を支援する社内制度のことです。京都府と京都府中小企業団体中央会は、
この制度を導入する中小企業等をサポートする事業を実施しています。
京都府内の中小企業などの２ ２ ２ 社が導入しています！（令和５年４月１日現在）

就労・奨学金返済一体型支援事業

中小企業の事業主の皆様へ

従業員の奨学金返済を支援して人材の確保・ 定着につなげませんか？

導入するメ リ ッ ト は？

令和５年４月

京都府補助事業

社内規程の整備（ホームページに規程例を掲載しています）

社内規程を京都府へ送付（事前確認）

社内規程を所轄労働基準監督署へ提出

奨学金返済支援制度導入企業届出書を作成し、京都府へ送付

奨学金返済支援制度の導入までのSTEP

• 人材確保・ 定着

• 従業員のモチベーショ ン向上

• 企業イメ ージの向上

導入企業の声

奨学金を借りている学生
の採用に繋がった！

若手採用に向けた企業ＰＲと
して制度を活用しています。

奨学金の返済で悩むことなく
日常業務に専念できています。

従業員の声

制度があったことが就職の
決め手の１つになりました！

②制度導入企業をPRします！

奨学金返済 導入企業 京都府

①補助金で支援額の一部を助成！

補助金額

最大９万円

/年・人

補助期間

最長６年間

補助率

１/２

※詳しくは裏面をご覧ください。

京都府のサポート メ ニュー

大学生の2人に1人が

奨学金を利用している

とのデータがあります！

長期雇用が見込める若手人材の確保と離職率の
低減につながります。

従業員を大切にする企業という印象につながり、
企業の魅力がアップします。

帰属意識を高めるとともに自己啓発の動機づけの
効果が期待できます。

まずはお気軽に

裏面『お問合せ先』まで

お問合せください！

京都府HP、公式SNS、チラシ等で
学生・求職者に導入企業として
紹介します。

③制度導入に向けたサポート

奨学金返済支援制度の検討や

社内規程整備に向けた出張相談

を実施しています。

④京都府制度融資による金利優遇

⑤合同説明会への優先出展

01

02

03

04

• 法人税の課税負担軽減
給与として損金算入できるほか、賃上げ促進税制
の対象になり得ます。

＜補助対象者＞
府内に事業所を有する中小企業等

＜補助期間＞
支援対象者１人につき最大６年間

＜補助額＞
企業負担額の１／２以内
・正社員となってから１年目～３年目：上限９万円／人・年
・正社員となってから４年目～６年目：上限６万円／人・年

奨学金を返済する従業員に
手当を支給する中小企業等
に対し、企業が従業員へ支
給する手当額の一部を支援

【取組状況】
＜制度導入企業（新規）＞
Ｒ①実績:40社
Ｒ②実績:60社
Ｒ③実績:55社
Ｒ④実績:40社



各補助事業に関するお問い合わせは・・・

多様な働き方推進事業費補助金
・子育てにやさしい職場づくりコース
・病児保育コース
・育児休業取得促進コース

京都府 労働政策室
TEL：075-414-5090

多様な働き方推進事業費補助金
・テレワークコース

京都府テレワーク推進センター
TEL：075-746-5252

就労環境改善サポート補助金 京都府中小企業団体中央会
TEL：075-708-3701

就労・奨学金返済一体型支援事業 京都府中小企業団体中央会
TEL：075-708-3701


